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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第98期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第99期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第98期

会計期間
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成22年４月１日
至平成22年６月30日

自平成21年４月１日
至平成22年３月31日

売上高（百万円） 165,524 294,539 1,023,495

経常利益（損失）（百万円） △21,182 7,117 △1,914

四半期（当期）純利益（損失）

（百万円）
△21,847 3,108 △3,011

純資産額（百万円） 205,338 224,847 227,717

総資産額（百万円） 727,770 736,586 777,809

１株当たり純資産額（円） 330.50 359.88 364.88

１株当たり四半期（当期）純利益

（損失）金額（円）
△38.16 5.44 △5.27

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ 5.44 －

自己資本比率（％） 26.0 27.9 26.8

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
12,802 24,496 80,304

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△13,579 △5,885 △40,392

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△5,140 △28,129 △39,364

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
23,720 20,503 30,380

従業員数（人） 25,049 25,017 24,785

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

　２．売上高には、消費税等は含まれていない。

　３．△印は、損失又は減少を示す。　

　４．第98期第１四半期連結累計（会計）期間及び第98期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額

は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載していない。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はない。また、主要な関係会社における異動もない。　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　　当第１四半期連結会計期間末の連結会社における従業員数は、25,017名である。　

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループ

への出向者を含む。）である。

２．嘱託、期間従業員、パート、学園生、派遣社員等の総数は、9,207名である。

(2）提出会社の状況

　　当第１四半期会計期間末の提出会社における従業員数は、10,958名である。　

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）である。

２．嘱託、期間従業員、パート、学園生、派遣社員の総数は、3,897名である。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと次のとおりである。

セグメントの名称 区分　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

日本
トラック・バス（台） 24,267　 －

受託車（台） 35,603　 －

アジア
トラック・バス（台） 2,393　 －

受託車（台）　 4,234　 －

　　 報告セグメント計
トラック・バス（台）　 　26,660 －

受託車（台）　 39,837　 －

その他
トラック・バス（台）　 －　 －

受託車（台）　 －　 －

合計
トラック・バス（台）　 26,660　 －

受託車（台）　 39,837　 －

　

(2) 受注状況

　当社グループは国内及び海外の販売実績及び販売見込等の資料を基礎として見込生産を行っている。

　なお、受託車についてはトヨタ自動車株式会社より受託生産している。
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(3) 販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと次のとおりである。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

日本（百万円） 249,139 －

アジア（百万円） 75,119 －

　　 報告セグメント計（百万円） 324,259 －

その他（百万円） 19,351 －

調整額（百万円） △49,071 －

合計（百万円） 294,539 －

　　（注）１．「調整額」はセグメント間の取引消去である。

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりである。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

トヨタ自動車㈱ 31,675 19.1 88,120 29.9

３．本表の金額には、消費税等は含まれていない。　

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。また、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについて重要な変更はない。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものである。

(1)業績の状況　

当第１四半期連結会計期間における国内普通トラック（大型・中型トラック）市場については、企業収益の改善等

により総需要は13千台と前年同四半期に比べ6千台(83.3％)増加した。また、小型トラック市場においても、総需要は

11千台と前年同四半期に比べ2千台(17.0％)増加した。

国内売上台数については、前述の需要増加に伴いトラック・バス総合計で6千台と前年同四半期に比べ2千台

(40.4％)増加した。

海外市場については、世界経済の回復を背景に、トラック・バスの売上台数は19千台と前年同四半期に比べ7千台

(58.2％)増加した。

以上により、日野ブランド事業のトラック・バスの総売上台数は25千台となり、前年同四半期に比べ9千台(53.6％)

増加した。

トヨタ自動車株式会社からの受託生産車については、アジア・中東・オセアニア向けを中心とした「ランドクルー

ザープラド」の生産が増加した結果、総生産台数は40千台と前年同四半期に比べ24千台(2.5倍)増加した。

以上により、売上高は2,945億39百万円と前年同四半期に比べ1,290億14百万円(77.9％)の増収となった。また、損益

面については、売上高増加に伴い営業利益は86億79百万円、経常利益は71億17百万円、四半期純利益は31億8百万円と

なり、いずれも前年同四半期に比べ増益となり、赤字から黒字に転換することができた。

　

　セグメントの業績は、次のとおりである。

　（日本）

　国内トラック・バス及び輸出車の販売、並びにトヨタ自動車株式会社からの受託車の生産が好調であったこと

により、売上高は2,491億39百万円となった。また、セグメント利益は59億72百万円となった。

　（アジア）

　インドネシア、タイ等でトラック・バスの販売が好調であったこと等により、売上高は751億19百万円となった。

また、セグメント利益は46億65百万円となった。

　（その他）

　主に北米におけるトヨタブランド車向けユニット事業が堅調に推移し、売上高は193億51百万円となった。一方、

セグメント損失は1億円となった。
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(2)財政状態に関する状況

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ412億23百万円減少し、7,365億86百万円となっ

た。これは、国内トラック・バスの売上台数が前連結会計年度末に比べ少ないため売掛債権が217億81百万円減少した

こと及び有形固定資産が96億1百万円減少したこと、また株価下落を主要因とし投資有価証券が41億12百万円減少し

たことによるものである。

負債については、前連結会計年度末に比べ383億54百万円減少し、5,117億38百万円となった。これは、生産台数が前

連結会計年度末に比べ少ないため買掛債務が107億99百万円減少したこと及び有利子負債が286億87百万円減少した

ことによるものである。

純資産については、前連結会計年度末に比べ28億69百万円減少し、2,248億47百万円となった。これは、四半期純利益

31億8百万円を計上したものの、株価下落により投資有価証券の評価差額金が24億76百万円減少したこと及び為替換

算調整勘定が24億64百万円減少したことによるものである。

　

(3)キャッシュ・フローの状況　

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、売上債権の減少による資金

の増加があった一方で、たな卸資産の増加及び仕入債務の減少並びに有利子負債の減少による資金の減少があった

こと等により、前連結会計年度末に比べ98億77百万円減少し、205億3百万円となった。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第１四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は、244億96百万円（前年同四半期比91.3％増）

となった。これは主に、たな卸資産の増加が108億円（前年同四半期は64億52百万円の減少）及び仕入債務の減少

が88億28百万円（前年同四半期比10.7％減）あった一方で、税金等調整前四半期純利益の計上が63億5百万円

（前年同四半期は214億23百万円の損失）及び減価償却費の計上が130億14百万円（前年同四半期比0.2％増）

あったこと並びに売上債権の減少が186億72百万円（前年同四半期比1.7％増）あったことによるものである。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は、58億85百万円（前年同四半期比56.7％減）

となった。これは主に、生産設備を中心とした有形固定資産の取得による支出が62億89百万円（前年同四半期比

52.0％減）あったことによるものである。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第１四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は、281億29百万円（前年同四半期比5.5倍）と

なった。これは主に、有利子負債の減少が267億92百万円（前年同四半期比5.5倍）あったことによるものである。

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はない。　

(5)研究開発活動　

　当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、93億69百万円である。　

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

(2）設備の新設、除却等の計画

　　当第１四半期連結会計期間中に完成した主要な設備は、次のとおりである。

　　提出会社

事業所名（所在地）
セグメントの

名称　
設備の内容 取得価額（百万円） 完成年月

　日野工場（東京都日野市） 日本
トラック・エンジン生

産設備
1,885平成22年４月～６月　

　羽村工場（東京都羽村市） 〃
トラック・受託車両生

産設備　
556 〃　

　新田工場（群馬県太田市） 〃
エンジン・部品生産設

備 
1,859 〃　

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はない。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,400,000,000

計 1,400,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月４日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 574,580,850 574,580,850

東京証券取引所

（市場第一部）

名古屋証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株　

計 574,580,850 574,580,850 － －

EDINET提出書類

日野自動車株式会社(E02146)

四半期報告書

10/29



（２）【新株予約権等の状況】

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりである。

 　　平成20年６月25日定時株主総会決議及び取締役会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 1,242　　

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,242,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 571

新株予約権の行使期間
自　平成22年８月１日

至　平成28年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　571

資本組入額　　286　

新株予約権の行使の条件

１．各新株予約権の一部行使はできないものとする。

２．新株予約権者は、平成20年６月25日開催の定時株主総

会終結後２年内の最終の決算期に関する定時株主総会

終結まで、当社の取締役、執行役員又は従業員等の地位

にあることを要する。

３．新株予約権者は、当社の取締役、執行役員、従業員等の

地位を失った後も２年間に限り、新株予約権を行使す

ることができる。ただし、自己都合による退任もしくは

退職又は解任もしくは解雇により、その地位を失った

場合は、新株予約権は即時失効する。

４．新株予約権の相続はこれを認めない。

５．その他の行使条件については、平成20年６月25日開催

の定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社

と新株予約権者との間で締結する契約に定めるところ

による。 

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認

を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（注）平成20年６月25日開催の定時株主総会において、ストック・オプションに対応するために代用自己株式

1,300,000株を上限として取得することを決議しており、新株発行の予定はない。なお、提出日（平成22年８月４

日）現在において、上記定時株主総会決議に基づく自己株式の取得は完了している。
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 　　平成21年６月24日定時株主総会決議及び取締役会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 1,232　　

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,232,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 341

新株予約権の行使期間
自　平成23年８月１日

至　平成29年７月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　  341

資本組入額　　171　

新株予約権の行使の条件

１．各新株予約権の一部行使はできないものとする。

２．新株予約権者は、平成21年６月24日開催の定時株主総

会終結後２年内の最終の決算期に関する定時株主総会

終結まで、当社の取締役、執行役員又は従業員等の地位

にあることを要する。

３．新株予約権の相続はこれを認めない。

４．その他の行使条件については、平成21年６月24日開催

の定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社

と新株予約権者との間で締結する契約に定めるところ

による。 

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認

を要する。

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（注）平成21年６月24日開催の定時株主総会において、ストック・オプションに対応するために代用自己株式

1,300,000株を上限として取得することを決議しており、新株発行の予定はない。なお、提出日（平成22年８月４

日）現在において、上記定時株主総会決議に基づく自己株式の取得は完了している。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項なし。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成22年４月１日～

　

平成22年６月30日　

－ 574,580 － 72,717 － 64,307

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していない。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしている。

①【発行済株式】　

 平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

 

〔自己保有株式〕

普通株式　　3,230,000
－　

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式

 
　〔相互保有株式〕

普通株式 　 　398,000
－　　 同上

完全議決権株式（その他） 普通株式　569,408,000569,408 同上

単元未満株式 普通株式　　1,544,850 － 同上

発行済株式総数 574,580,850 － －

総株主の議決権 － 569,408 －

　

②【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所
有株式数
(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）  　  　 　

日野自動車㈱ 東京都日野市日野台3-1-1 3,230,000 － 3,230,000 0.56

（相互保有株式）  　  　 　

山梨日野自動車㈱ 山梨県甲府市酒折1-2-10　 52,000 － 52,000 0.01

徳島日野自動車㈱
徳島県板野郡松茂町笹木

野八北開拓203-1　
30,000 － 30,000 0.01

石川日野自動車㈱
石川県金沢市南森本町へ

75-1
27,000 － 27,000 0.00

㈱ホリキリ
千葉県八千代市上高野

1827-4　
133,000 － 133,000 0.02

澤藤電機㈱ 群馬県太田市新田早川町3 93,000 － 93,000 0.02

千代田運輸㈱
東京都日野市日野台

1-21-1　
40,000 － 40,000 0.01

埼玉機器㈱
埼玉県さいたま市中央区

下落合7-1-3　
23,000 － 23,000 0.00

計 － 3,628,000 － 3,628,000 0.63
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 平成22年５月 平成22年６月

最高（円） 484 523 509

最低（円） 384 418 432

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）並びに当第

１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年

４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あらた監査法人による四半期レビューを

受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 20,782 30,659

受取手形及び売掛金 181,063 202,844

商品及び製品 56,508 50,131

仕掛品 20,330 18,571

原材料及び貯蔵品 23,939 23,758

その他 30,461 33,197

貸倒引当金 △3,141 △3,224

流動資産合計 329,944 355,937

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 93,335 94,823

機械装置及び運搬具（純額） 88,774 90,771

土地 90,426 90,473

その他（純額） 34,820 40,890

有形固定資産合計 ※1
 307,357

※1
 316,958

無形固定資産 20,393 21,839

投資その他の資産

投資有価証券 65,008 69,121

その他 19,213 19,454

貸倒引当金 △5,330 △5,501

投資その他の資産合計 78,891 83,074

固定資産合計 406,641 421,872

資産合計 736,586 777,809

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 166,705 177,505

短期借入金 82,615 105,598

コマーシャル・ペーパー － 5,000

1年内返済予定の長期借入金 32,770 6,679

未払法人税等 3,352 3,128

製品保証引当金 9,364 8,110

その他の引当金 5,104 3,577

その他 41,414 42,030

流動負債合計 341,326 351,629

固定負債

長期借入金 90,352 117,146

退職給付引当金 41,404 41,331

その他の引当金 1,594 2,034

その他 37,060 37,950

固定負債合計 170,412 198,463

負債合計 511,738 550,092
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 72,717 72,717

資本剰余金 64,327 64,327

利益剰余金 67,879 65,983

自己株式 △1,148 △1,149

株主資本合計 203,775 201,879

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 11,751 14,227

繰延ヘッジ損益 42 △149

土地再評価差額金 1,561 1,561

為替換算調整勘定 △11,564 △9,100

評価・換算差額等合計 1,791 6,539

新株予約権 186 154

少数株主持分 19,094 19,144

純資産合計 224,847 227,717

負債純資産合計 736,586 777,809
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 165,524 294,539

売上原価 154,081 252,055

売上総利益 11,443 42,484

販売費及び一般管理費

給料及び手当 8,529 7,926

賞与引当金繰入額 925 897

退職給付引当金繰入額 704 691

その他 20,091 24,289

販売費及び一般管理費合計 30,250 33,804

営業利益又は営業損失（△） △18,806 8,679

営業外収益

受取利息 346 326

受取配当金 438 465

為替差益 1,017 －

持分法による投資利益 － 136

雑収入 543 467

営業外収益合計 2,346 1,396

営業外費用

支払利息 1,191 928

為替差損 － 1,681

持分法による投資損失 3,038 －

雑支出 492 349

営業外費用合計 4,722 2,958

経常利益又は経常損失（△） △21,182 7,117

特別利益

固定資産売却益 12 6

投資有価証券売却益 － 87

貸倒引当金戻入額 － 171

その他 73 282

特別利益合計 85 548

特別損失

固定資産除売却損 222 186

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,090

その他 102 82

特別損失合計 325 1,359

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△21,423 6,305

法人税、住民税及び事業税 520 2,282

法人税等調整額 △81 △146

法人税等合計 439 2,136

少数株主損益調整前四半期純利益 － 4,169

少数株主利益又は少数株主損失（△） △14 1,061

四半期純利益又は四半期純損失（△） △21,847 3,108
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△21,423 6,305

減価償却費 12,985 13,014

貸倒引当金の増減額（△は減少） 17 △172

製品保証引当金の増減額（△は減少） △2,191 1,254

退職給付引当金の増減額（△は減少） 233 124

受取利息及び受取配当金 △785 △792

支払利息 1,191 928

為替差損益（△は益） 5 108

持分法による投資損益（△は益） 3,038 △136

固定資産除売却損益（△は益） 210 179

売上債権の増減額（△は増加） 18,357 18,672

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,452 △10,800

仕入債務の増減額（△は減少） △9,886 △8,828

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,090

その他 6,565 5,736

小計 14,771 26,685

利息及び配当金の受取額 801 803

利息の支払額 △993 △930

法人税等の支払額 △1,777 △2,061

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,802 24,496

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △13,110 △6,289

有形固定資産の売却による収入 87 500

無形固定資産の取得による支出 △321 △551

投資有価証券の取得による支出 △11 △17

関係会社株式の売却による収入 － 258

その他 △223 214

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,579 △5,885

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △96 △21,396

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △59,500 △5,000

長期借入れによる収入 55,821 1,023

長期借入金の返済による支出 △1,127 △1,420

配当金の支払額 － △1,142

その他 △238 △194

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,140 △28,129

現金及び現金同等物に係る換算差額 211 △357

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,706 △9,877

現金及び現金同等物の期首残高 29,427 30,380

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 23,720

※
 20,503
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更

　　㈱アトラデザインは当第１四半期連結会計期間において清算したた

め、連結の範囲から除外している。

（2）変更後の連結子会社の数

　　75社

２．持分法の適用に関する事項の変更 （1）持分法適用関連会社の変更

　　当第１四半期連結会計期間より、石川日野自動車㈱は株式を売却した

ため、持分法適用の範囲から除外している。

(2）変更後の持分法適用関連会社の数

　16社

３．会計処理基準に関する事項の変更　 (1）資産除去債務に関する会計基準の適用　

　　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年

３月31日）を適用している。 

　　これにより、税金等調整前四半期純利益は1,095百万円減少している。

なお、営業利益及び経常利益に与える影響は軽微である。

(2）「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理

に関する当面の取扱い」の適用

　　当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会

計基準第16号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の

会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月

10日）を適用している。なお、これによる損益に与える影響はない。
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【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示している。

　

２．前第１四半期連結累計期間において、特別利益「その他」に含めて表示していた「投資有価証券売却益」は重要

性が増したため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記することとした。なお、前第１四半期連結累計期間の特別

利益「その他」に含まれる「投資有価証券売却益」は0百万円である。
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【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．棚卸資産の評価方法

　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基

礎として合理的な方法により算定する方法によっている。

　

２．法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によって

いる。

　繰延税金資産の回収可能性に関しては、前連結会計年度末の検討において使用した将来の業績予測やタックス・プ

ランニングに、前連結会計年度末からの重要な一時差異の変動を加味したものを使用する方法によっている。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産に対する減価償却累計額　

608,503百万円

※１　有形固定資産に対する減価償却累計額　　

601,042百万円

　２　保証債務　

　　　銀行借入金他に対し債務保証を行っている。

オートローン  563百万円

従業員の住宅資金借入金 4,923　

　計 5,487 　

　２　保証債務　　

　　　銀行借入金他に対し債務保証を行っている。

オートローン　 642百万円　

従業員の住宅資金借入金　 5,088 　

　計 5,730 　

　３　担保提供資産

担保に供されている資産について、事業の運営にお

いて重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日

に比べて著しい変動が認められるものはない。

　３　　　　　　　　──────

　

　４　受取手形割引高

2,644百万円　

　４　受取手形割引高　

3,238百万円　
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 24,018百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △297  

現金及び現金同等物　 23,720 

 

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 20,782百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △279  

現金及び現金同等物　 20,503 

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

　

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　574,580,850株　

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　  3,376,888株　

３．新株予約権等に関する事項

ストック・オプションとしての新株予約権　

　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　親会社　186百万円　

４．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 1,142 2  平成22年３月31日 平成22年６月28日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）　　

　当社グループは、自動車の製造及び販売に関連した事業のみであるため、事業の種類別セグメント情報は記

載していない。

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

その他の地
域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

　売上高                         

(1)外部顧客に対する売上高 107,45839,637 18,429165,524 － 165,524

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
22,385 242 302 22,930△22,930 －

　　　　　　　計 129,84339,879 18,731188,455△22,930165,524

　営業利益又は損失(△) △19,953 1,256 530 △18,167 △639 △18,806

　（注）１．国又は地域の区分方法は、地理的近接度によっている。

２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおり。

アジア：タイ、インドネシア

その他の地域：アメリカ、オーストラリア

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 アジア 北米 大洋州 中南米 その他の地域 計

海外売上高（百万円） 45,037 8,929 7,425 3,563 1,909 66,866

連結売上高（百万円） － － － － － 165,524

連結売上高に占める海外売上高の

割合（％）
27.2 5.4 4.5 2.1 1.2 40.4

　（注）１．国又は地域の区分方法は、地理的近接度によっている。

２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおり。

アジア：タイ、インドネシア、中国、パキスタン

北米：アメリカ、カナダ

大洋州：オーストラリア

中南米：エクアドル、ペルー

その他の地域：中東
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。

　当社の事業は主にトラック・バスの生産販売及びトヨタ自動車株式会社からの受託生産並びに関連製品の

開発、設計及びその他のサービス等であり、主として国内においては当社及び国内子会社が、海外においては

現地子会社が各地域をそれぞれ担当し、取り扱う製品・サービスについて各市場に適した戦略を立案し、事

業活動を展開している。

　したがって、当社は生産販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、「アジ

ア」の２つを報告セグメントとしている。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日 至　平成22年６月30日）

　 （単位：百万円）

 
報告セグメント

その他

※１　
合計

調整額
※２

四半期連結
損益計算書
計上額
※３

日本 アジア 計　　

売上高     　   

外部顧客への売上高 200,70874,651275,36019,178294,539 － 294,539
セグメント間の内部売上
高又は振替高

48,430 467 48,898 172 49,071△49,071 －

計 249,13975,119324,25919,351343,610△49,071294,539

セグメント利益又は損失

(△)
5,972 4,665 10,638 △100 10,537△1,858 8,679

※１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、北米、オセアニア等を含ん

でいる。

※２ セグメント利益の調整額△1,858百万円にはセグメント間の取引消去及び棚卸資産の調整額他が含ま

れている。

※３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。　

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

該当事項なし。　

　

（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用している。
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（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　ストック・オプションに係る当第１四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　　　31百万円　　

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 359円88銭 １株当たり純資産額 364円88銭

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △38円16銭　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載していない。　

１株当たり四半期純利益金額　 5円44銭　

潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額
5円44銭　

　

（注）１株当たり四半期純利益（損失）金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりである。　

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益（損失）金額　         

四半期純利益（損失）（百万円） △21,847 3,108

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（損失）

（百万円）
△21,847 3,108

期中平均株式数（株） 572,455,483 571,204,538

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額　 　 　

四半期純利益調整額（百万円）　 － －

普通株式増加数（株）　 － 296,339

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった

潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要　

───── ─────

（注）△印は、損失を示す。　

（重要な後発事象）

該当事項なし。

２【その他】

該当事項なし。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月６日

日　野　自　動　車　株　式　会　社

取　締　役　会　御　中

あ ら た 監 査 法 人

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 小　澤　義　昭　　

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 加　藤　達　也　　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日野自動車株式

会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日か

ら平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書

について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日野自動車株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月４日

日　野　自　動　車　株　式　会　社

取　締　役　会　御　中

あ ら た 監 査 法 人

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 小　澤　義　昭　　

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 加　藤　達　也　　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日野自動車株式会

社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成

22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日野自動車株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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